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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 各課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県教育文化賞事務 

個人情報取扱事務の目的 教育文化に関する功労のあったものを顕彰するため 

根拠法令等 愛媛県教育文化賞規則 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たすもので推薦のあったもの 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（出身地）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号及び第４号該当） 

□無 

提供先 

□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（顕彰録作成、報道発

表） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 争訟関係課 

個人情報取扱事務の名称 争訟に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
教育委員会で所掌する行政不服審査、訴訟等の行政訴訟等に

対応する。 

根拠法令等 行政不服審査法、行政事件訴訟法等 

個人情報の対象者の範囲 争訟に関係する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 ☑信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（審査請

求書、陳述書等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 
教育総務課、義務教育課、高校教育課、その他関

係課所 

個人情報取扱事務の名称 懲戒処分関係事務 

個人情報取扱事務の目的 
教職員の懲戒処分に必要な事由を確認し、措置の状況を記録

する。 

根拠法令等 地方公務員法第 29条 

個人情報の対象者の範囲 事件事故関係者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（   ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（    ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 本庁各課 

個人情報取扱事務の名称 公益法人の許認可及び指導監督事務 

個人情報取扱事務の目的 
公益法人（特例民法法人を含む。）の許認可事務及び指導監

督事務の審査資料とするため 

根拠法令等 

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律、一般

社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及

び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律 

個人情報の対象者の範囲 
公益法人（特例民法法人を含む。）の関係者（社員、理事、

監事等） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（    ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 本庁各課 

個人情報取扱事務の名称 
教育委員会の所管に属する公益信託に係る許可及び指導監督

事務 

個人情報取扱事務の目的 
教育委員会の所管に属する公益信託に係る許可を適切に行う

とともに、公益信託の健全な運営を図る。 

根拠法令等 
愛媛県教育委員会の所管に属する公益信託に係る許可及び監

督に関する規則 

個人情報の対象者の範囲 公益信託の関係者（委託者、受託者、信託管理人等） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（    ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 各課 

個人情報取扱事務の名称 教育者文部科学大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 学校教育の振興に関して功労のある者を称えるため 

根拠法令等 国からの推薦依頼に基づいて候補者を推薦している 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者で推薦のあった者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（出身地）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 教育総務課、各教育事務所 

個人情報取扱事務の名称 地方教育行政功労者文部科学大臣表彰 

個人情報取扱事務の目的 
地方教育行政において、その功労が特に顕著なものを文部科

学大臣が表彰する。 

根拠法令等 地方教育行政功労者表彰要項 

個人情報の対象者の範囲 表彰候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 教育総務課 

個人情報取扱事務の名称 教育委員会会議傍聴事務 

個人情報取扱事務の目的 
県教育行政について県民の理解と信頼を深めるため会議を公

開する。 

根拠法令等 愛媛県教育委員会傍聴規則第２条 

個人情報の対象者の範囲 傍聴希望者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 教育総務課、各教育事務所 

個人情報取扱事務の名称 市町（学校組合）教育委員会委員及び教育長異動報告事務 

個人情報取扱事務の目的 
市町（学校組合）教育委員会の組織及び運営に関する指導及

び助言を行う。 

根拠法令等 
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第48条第１項及び

第２項第11号 

個人情報の対象者の範囲 市町（学校組合）教育委員会委員及び教育長 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 ☑信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 各課 

個人情報取扱事務の名称 関奉仕財団「教育文化・社会福祉奨励賞」候補者推薦事務 

個人情報取扱事務の目的 
関奉仕財団の依頼に基づき、同財団の「教育文化・社会福祉

奨励賞」候補者の推薦を行うため 

根拠法令等 関奉仕財団「教育文化・社会福祉奨励賞」表彰要領 

個人情報の対象者の範囲 関奉仕財団「教育文化・社会福祉奨励賞」候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（出身地）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 各課 

個人情報取扱事務の名称 叙勲事務 

個人情報取扱事務の目的 春秋叙勲等の候補者の推薦を行うため 

根拠法令等 国からの推薦依頼に基づいて候補者を推薦している 

個人情報の対象者の範囲 選考基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（出身地）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号、第３号及び第４

号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（報道発表） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 
教育総務課・高校教育課・総合教育センター・ 

愛媛スクールネット利用機関 

個人情報取扱事務の名称 愛媛スクールネット運用管理事務 

個人情報取扱事務の目的 

県内の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援

学校その他の教育機関における教育の情報化を推進すること

を目的として提供するシステム機能における利用者認証、ア

クセス制御等を行うための利用者管理 

根拠法令等 愛媛スクールネット運用管理要綱 

個人情報の対象者の範囲 教職員及び教育委員会事務局職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（教職員及び教育委員会事務局職員のうち個人番号利用

事務の事務取扱担当者の指静脈） 

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 ☑相談 ☑その他（システ

ム利用に係る事項等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 教育情報通信ネットワークシステム運用管

理業務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 教育総務課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県職員（学芸員）採用試験事務 

個人情報取扱事務の目的 職員採用試験 

根拠法令等 職員の採用及び昇任に関する規則 

個人情報の対象者の範囲 受験者全員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 顔

画像 住所・居所 電話番号 メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（自己紹

介） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課 

保 有 教育総務課 

個人情報取扱事務の名称 退職者の再就職届出事務 

個人情報取扱事務の目的 教育委員会事務局退職者の再就職情報の把握及び公表のため 

根拠法令等 
職員の退職管理に関する条例 

職員の退職管理に関する規則 

個人情報の対象者の範囲 教育委員会事務局退職者（課長級以上の職員に限る。） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 □性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和７年４月１日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課施設厚生室 

保 有 教育総務課施設厚生室 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県奨学資金事務 

個人情報取扱事務の目的 

優秀な学生又は生徒であって経済的理由により修学困難なも

のに対し学資金を貸与して、有用な人材を育成するための、

選考・貸与・返還事務を遂行するため 

根拠法令等 
愛媛県奨学資金貸与条例 

愛媛県奨学資金貸与条例施行規則 

個人情報の対象者の範囲 奨学生（出願者・返還者）及びその連帯保証人、家族等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影・金融機関口座番号） 

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 ☑意見・要望 ☑相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 愛媛県奨学資金貸付金回収業務 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（愛媛県奨学資金関係ファイル       ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課施設厚生室 

保 有 各県立高等学校、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 授業料徴収事務 

個人情報取扱事務の目的 

・県立高等学校及び県立中等教育学校在校生徒に口座振替に

より授業料等を納めさせるため 

・授業料未納者に対する督促事務を行うため 

根拠法令等 

県立学校における授業料その他の費用の徴収条例 

愛媛県県立高等学校授業料等口座振替収納事務取扱要綱 

愛媛県県立高等学校等授業料徴収事務取扱要綱 

個人情報の対象者の範囲 県立高等学校及び県立中等教育学校在籍者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  ☑意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容          ） ☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 口座振替申出書管理ファイル） □無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課施設厚生室 

保 有 各県立高等学校、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 
施設使用事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
使用者及び使用責任者の情報を把握し、適正な使用に努めさ

せるめ 

根拠法令等 
社会教育法第４４条第１項、第４５条 

学校教育法第８５条 

個人情報の対象者の範囲 
施設使用申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課施設厚生室 

保 有 教育総務課施設厚生室、宇和島水産高等学校 

個人情報取扱事務の名称 
遠洋航海実習事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
外地における寄港許可及び臨時検査等に伴う不測の事態及び

事故が生じたときの指導、援助を関係機関に依頼するため 

根拠法令等 

病気・怪我等で外地に緊急入院しなければならない状況にな

った際に、不測の事態及び事故が生じた場合に特段の援助を

求めるための関係機関への便宜供与依頼が必要となるため 

個人情報の対象者の範囲 船員、指導教員、乗船実習生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（識別番号、国籍・本籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル（紙媒体） 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課施設厚生室 

保 有 
教育総務課施設厚生室、各県立高等学校、各県立中

等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 
高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付

事務 

個人情報取扱事務の目的 
高等学校等修学支援事業費補助金を交付するにあたり、生徒

が支給要件を満たしているか審査する。 

根拠法令等 
高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付

要綱 

個人情報の対象者の範囲 
生徒及び保護者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。  
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課施設厚生室 

保 有 
教育総務課施設厚生室、各県立高等学校、各県立中

等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 
公立高等学校等就学支援金補助金交付事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
高等学校等就学支援金補助金を交付するにあたり、生徒が支

給要件を満たしているか審査する。 

根拠法令等 
高等学校等就学支援金の支給に関する法律、高等学校等就学

支援金の支給に関する法律施行規則第３条 

個人情報の対象者の範囲 
生徒及び保護者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 就学支援金受給資格認定申請書等審査・入

力業務） □無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 高等学校等就学支援金管理ファイル） 

□無 

備考 
個人情報の目的外の利用については、愛媛県教育委員会が別

途実施する高等学校等修学支援事業に限り利用。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。  
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課施設厚生室 

保 有 
教育総務課施設厚生室、各県立高等学校、各県立中

等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 
高等学校等修学支援事業費補助金（奨学のための給付金）交

付事務 

個人情報取扱事務の目的 
高等学校等修学支援事業費補助金を交付するにあたり、生徒

が支給要件を満たしているか審査する。 

根拠法令等 
高等学校等修学支援事業費補助金（奨学のための給付金）交

付要綱 

個人情報の対象者の範囲 
生徒及び保護者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 奨学のための給付金申請関係ファイ

ル ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。  
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課施設厚生室 

保 有 
教育総務課施設厚生室、統合型校務支援システム

利用機関 

個人情報取扱事務の名称 統合型校務支援システム運用管理事務 

個人情報取扱事務の目的 

県立学校における教育の情報化を推進することを目的として

提供するシステム機能における利用者認証、アクセス制御等

を行うための利用者管理 

根拠法令等 愛媛県県立学校統合型校務支援システム運用規程 

個人情報の対象者の範囲 生徒、教職員及び教育委員会事務局職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 ☑相談 ☑その他（システ

ム利用に係る苦情等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 

☑有（委託内容 愛媛県県立学校校務支援システム構築及び

運用・保守委託業務） 

□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課施設厚生室 

保 有 教育総務課施設厚生室、県立宇和島水産高等学校 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県立宇和島水産高等学校専攻科修学支援金交付事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
愛媛県立宇和島水産高等学校専攻科修学支援金を交付するに

あたり、生徒が支給要件を満たしているか審査する。 

根拠法令等 
高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への修学支

援）交付要綱 

個人情報の対象者の範囲 
生徒及び保護者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
個人情報の目的外の利用については、愛媛県教育委員会が別

途実施する高等学校等修学支援事業に限り利用。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課施設厚生室 

保 有 

教育総務課・教育総務課施設厚生室・高校教育

課・特別支援教育課・各県立高等学校・各県立中

等教育学校・各県立特別支援学校 

個人情報取扱事務の名称 県立学校生徒等学習用端末運用管理事務 

個人情報取扱事務の目的 

県立学校における教育の情報化を推進することを目的し導入

している県立学校生徒等学習用端末の利用者認証、アクセス

制御等を行うための管理 

根拠法令等 愛媛県県立学校セキュリティポリシー 

個人情報の対象者の範囲 児童生徒、教職員及び教育委員会事務局職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 愛媛県県立学校学習系 Wi-Fi システム提供

業務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 教育総務課施設厚生室 

保 有 教育総務課施設厚生室、県立宇和島水産高等学校 

個人情報取扱事務の名称 
高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への奨学の

ための給付金）交付事務 

個人情報取扱事務の目的 
高等学校等修学支援事業費補助金を交付するにあたり、生徒

が支給要件を満たしているか審査する。 

根拠法令等 
高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への奨学の

ための給付金）交付要綱 

個人情報の対象者の範囲 
生徒及び保護者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
個人情報の目的外の利用については、愛媛県教育委員会が別

途実施する高等学校等修学支援事業に限り利用。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課 

個人情報取扱事務の名称 
団体（社会教育関係）育成費補助金、事業委託事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
団体の活動促進及び活性化を図るための事業費補助及び委託

経費 

根拠法令等 
各補助金交付要綱、事業委託要項 

 

個人情報の対象者の範囲 
補助事業または委託事業に参加した団体構成員及び講師・助

言者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県社会教育委員会議事務 

個人情報取扱事務の目的 愛媛県社会教育委員の選考及び事務連絡 

根拠法令等 愛媛県社会教育委員設置条例 

個人情報の対象者の範囲 委員及び委員の候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☐マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☐有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   28 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課、図書館 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県立図書館協議会事務 

個人情報取扱事務の目的 愛媛県立図書館協議会の委員の選考及び連絡事務 

根拠法令等 愛媛県立図書館協議会設置条例第２条 

個人情報の対象者の範囲 委員及び委員の候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   29 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）      

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課、教育総務課、県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 知事表彰（社会教育関係） 

個人情報取扱事務の目的 
団体活動について模範となるような実績を積んでいる者を知

事が表彰し、活動の振興を図る。 

根拠法令等 （社会教育関係団体）振興功労者知事表彰要項 

個人情報の対象者の範囲 被表彰候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   30 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）      

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課、教育総務課、県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 
文部科学大臣表彰（社会教育功労者、図書館関係者、視聴覚

教育・情報教育功労者、ＰＴＡ振興功労者） 

個人情報取扱事務の目的 
それぞれの活動の振興に功績があった者等に対し、その功績

をたたえ、文部科学大臣が表彰する。 

根拠法令等 
（社会教育功労者、図書館関係者、視聴覚教育・情報教育功

労者、ＰＴＡ振興功労者）表彰要項 

個人情報の対象者の範囲 被表彰候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   31 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和６年４月１日変更）      

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課、各教育事務所 

個人情報取扱事務の名称 社会教育主事講習受講事務 

個人情報取扱事務の目的 
社会教育主事の職務に必要な専門的知識・技能を習得させ、

社会教育主事となりうる資格を付与することを目的とする。 

根拠法令等 社会教育法９条の５ 

個人情報の対象者の範囲 受講申込者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   32 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和６年４月１日変更）      

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課、各教育事務所 

個人情報取扱事務の名称 社会教育主事資格認定事務 

個人情報取扱事務の目的 

社会教育の振興のため、社会教育活動について指導・助言を

行う専門的知識を有すると認められるものに社会教育主事の

資格認定を行う。 

根拠法令等 
社会教育法９条の４第４号 

愛媛県社会教育主事資格認定に関する規則第４条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   33 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）      

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課、各教育事務所 

個人情報取扱事務の名称 社会教育関係研修受講事務 

個人情報取扱事務の目的 
社会教育の振興のための各種研修について、受講希望者を取

りまとめて、各研修機関に提出する。 

根拠法令等 各研修の開催要項 

個人情報の対象者の範囲 受講申込者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   34 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課 

個人情報取扱事務の名称 
協働で支えるヤングボランティア推進事業実施事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
登録したスタッフの活動を支援することにより、地域におけ

る青少年のボランティア活動を促進する。 

根拠法令等 
各種事業の開催要項 

 

個人情報の対象者の範囲 
講師 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   35 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課 

個人情報取扱事務の名称 
ヤングボランティアスタッフ登録事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
登録したスタッフの活動を支援することにより、地域におけ

る青少年のボランティア活動を促進する。 

根拠法令等 
ヤングボランティアセンター設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
スタッフ登録申込者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（保護者

名） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 登録者名簿          ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   36 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）      

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課 

個人情報取扱事務の名称 地域ぐるみで育むえひめっ子未来創造事業事務 

個人情報取扱事務の目的 

地域住民等の参画による地域の実情に応じた取組を有機的に

組み合わせて、地域学校協働活動、放課後等に子どもたちの

安全安心な居場所を確保し、学習や様々な体験・交流活動の

機会を提供する放課後等の支援、親への学習機会の提供や相

談対応などの家庭教育支援等、様々な教育支援活動を行う。 

根拠法令等 地域ぐるみで育むえひめっ子未来創造事業費補助金実施要領 

個人情報の対象者の範囲 委員、講師 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 個人番号は、委員及び源泉徴収を行う外部講師について収集 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   37 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課、各教育事務所 

個人情報取扱事務の名称 地域教育プロデューサー配置支援事業事務 

個人情報取扱事務の目的 

各市町に配置する地域教育プロデューサー及び地域教育協力

隊に係る市町等対象の事業説明会やステップアップ研修等を

開催し、対象者に対しての活動の充実、ネットワークの形成

等を図る。 

根拠法令等 地域教育プロデューサー配置支援事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 
地域おこし協力隊（ＯＢ・ＯＧを含む。）、市町・市町教委

担当者、教職員、学校関係者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



   38 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 社会教育課 

保 有 社会教育課 

個人情報取扱事務の名称 地域教育プロデューサー及び地域教育協力隊登録事務 

個人情報取扱事務の目的 
各市町に配置された地域教育プロデューサー及び地域教育協

力隊を登録、地域教育の推進を図る。 

根拠法令等 地域教育プロデューサー配置支援事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 
各市町に配置された地域教育プロデューサー及び地域教育協

力隊 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 ☑顔

画像 □住所・居所 □電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（活動内

容、地域おこし協力隊員歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   39 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 文化財保護課 

保 有 文化財保護課 

個人情報取扱事務の名称 銃砲刀剣類登録審査事務 

個人情報取扱事務の目的 
美術品若しくは骨とう品として価値のある古式銃砲、又は美

術品として価値のある刀剣類を登録するものである。 

根拠法令等 銃砲刀剣類取締法第１４条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（納税状

況、公的扶助） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 銃砲刀剣類登録事務関係ファイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 文化財保護課 

保 有 文化財保護課 

個人情報取扱事務の名称 銃砲刀剣類登録審査委員任命事務 

個人情報取扱事務の目的 銃砲刀剣類の鑑定を行う登録審査委員を任命するため 

根拠法令等 銃砲刀剣類登録規則第２条 

個人情報の対象者の範囲 登録審査委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他 

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

☐無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 文化財保護課 

保 有 文化財保護課 

個人情報取扱事務の名称 文化財保護指導員採用選考事務 

個人情報取扱事務の目的 
国指定の重要文化財、史跡名勝天然記念物、重要な埋蔵文化

財包蔵地等の保護管理及び文化財保護指導の普及を図る。 

根拠法令等 愛媛県文化財保護指導員設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 文化財保護指導員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 文化財保護課 

保 有 文化財保護課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県文化財保護審議会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

文化財の県指定に係る諮問や文化財に関する重要事項などに

ついて審査する委員の委嘱を行うとともに、県が行う「審議

会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するた

め。 

根拠法令等 文化財保護法、愛媛県文化財保護条例 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県文化財保護審議会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □画

像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □その

他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 文化財保護課 

保 有 文化財保護課 

個人情報取扱事務の名称 地域文化功労者文部科学大臣表彰推薦者の選考事務 

個人情報取扱事務の目的 

芸術文化の振興、文化財の保護に尽力する等地域文化の振興

に顕著な功績があった者に対して、その功績を称え文部科学

大臣が表彰する。 

根拠法令等 地域文化功労者表彰要項（文部大臣裁定） 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □画

像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □その

他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 文化財保護課 

保 有 文化財保護課 

個人情報取扱事務の名称 文化財の指定及び登録に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 文化財の指定及び登録 

根拠法令等 文化財保護法、愛媛県文化財保護条例 

個人情報の対象者の範囲 文化財の所有者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □画

像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □その

他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 文化財保護課 

保 有 文化財保護課 

個人情報取扱事務の名称 文化財の保存活用に関する届出及び許可申請関係事務 

個人情報取扱事務の目的 文化財の保存活用に必要な届出及び許可申請 

根拠法令等 文化財保護法、愛媛県文化財保護条例 

個人情報の対象者の範囲 文化財の保護活用に係る届出者及び許可申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □画

像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □その

他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 文化財保護課 

保 有 文化財保護課 

個人情報取扱事務の名称 
国・県指定文化財データ化事業の文化財データのホームペー

ジ公開事務 

個人情報取扱事務の目的 

愛媛県内の国・県指定文化財の保存状態を確認するととも

に、文化財データベースを作成し、各文化財の説明文等を県

ホームページに掲載することにより、県民の文化財保護の意

識高揚を図り、併せて文化財の適正な保存や活用を目指す。 

根拠法令等 国・県指定文化財データ化事業実施要項 

個人情報の対象者の範囲 国・県指定文化財の所有者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □画

像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □その

他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 



   47 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健体育課 

保 有 保健体育課・各市町教育委員会 

個人情報取扱事務の名称 健康教育に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
健康教育に関する事業実施にあたって、講師、委員、参加

者、児童生徒等の情報を必要とするため。 

根拠法令等 各事業実施要項 

個人情報の対象者の範囲 講師、委員、参加者、児童生徒 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容事業実施業務（各市町教育委員会））□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健体育課 

保 有 保健体育課 

個人情報取扱事務の名称 学校保健及び学校安全表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
学校保健又は学校安全の普及と向上に尽力し多大な成果をあ

げた個人又は学校を表彰するため 

根拠法令等 学校保健及び学校安全表彰要項 

個人情報の対象者の範囲 表彰予定者（対象が学校の場合は学校長） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健体育課 

保 有 保健体育課 

個人情報取扱事務の名称 事故報告事務 

個人情報取扱事務の目的 学校安全に関する指導資料とするため 

根拠法令等 学校事故対応に関する指針 

個人情報の対象者の範囲 事故の当事者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（健康・

病歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健体育課 

保 有 保健体育課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県学校給食表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
学校給食の普及充実を図るため、顕著な功績があった者に対

して、その功績を称え表彰するため。 

根拠法令等 愛媛県学校給食優良学校表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 表彰の候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健体育課 

保 有 保健体育課 

個人情報取扱事務の名称 学校給食における食中毒等事故報告関係事務 

個人情報取扱事務の目的 
学校給食に関する食中毒等事故に対し、情報を収集し、適切

に対処するため。 

根拠法令等 学校給食衛生管理基準等 

個人情報の対象者の範囲 学校給食に関する食中毒等事故に関する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（苦情） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健体育課 

保 有 保健体育課 

個人情報取扱事務の名称 日本スポーツ振興センター災害共済関係事務 

個人情報取扱事務の目的 

学校管理下における県立学校の児童生徒の災害に対応するた

め、日本スポーツ振興センター災害共済に加入、及び給付に

関する事務 

根拠法令等 独立行政法人日本スポーツ振興センター法第16条、第17条 

個人情報の対象者の範囲 
日本スポーツ振興センター災害共済加入者、及び日本スポー

ツ振興センター災害共済給付者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（保護者名）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（災害発

生の状況等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 日本スポーツ振興センター災害共済給付

請求システム）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健体育課 

保 有 保健体育課 

個人情報取扱事務の名称 県立学校結核対策委員会事務 

個人情報取扱事務の目的 
県立中等教育学校の前期課程及び県立特別支援学校の小学部

及び中学部の児童生徒に対する結核対策を検討するため 

根拠法令等 
学校保健安全法第13条、14条 

学校保健安全法施行規則第６条 

個人情報の対象者の範囲 
県立中等教育学校の前期課程及び県立特別支援学校の小学部

及び中学部の児童生徒及びその家族 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健体育課 

保 有 保健体育課、各市町教育委員会 

個人情報取扱事務の名称 学校安全に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
学校安全に関する事業実施にあたって、講師、委員、参加者

等の情報を必要するため。 

根拠法令等 各事業実施要項 

個人情報の対象者の範囲 講師、委員、参加者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 事業実施業務（市町教育委員会））□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健体育課 

保 有 保健体育課・各市町教育委員会 

個人情報取扱事務の名称 食育に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
学校給食等、食育に関する事業実施にあたって、講師、委

員、参加者、児童生徒等の情報を必要とするため。 

根拠法令等 各事業実施要項 

個人情報の対象者の範囲 講師、委員、参加者、児童生徒 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和６年４月１日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健体育課 

保 有 保健体育課 

個人情報取扱事務の名称 部活動外部指導者の派遣及び部活動指導員の配置に係る事務 

個人情報取扱事務の目的 
部活動の指導に従事できる専門知識を有する者を、指導者と

して県立学校に派遣することで部活動の充実を図る。 

根拠法令等 
・部活動外部指導者の配置に関する実施要領 

・部活動指導員（特定業務職員）設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 外部指導者及び部活動指導員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健体育課 

保 有 保健体育課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県就学援助費（医療費・学校給食費）に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

経済的な理由により就学困難と認められる児童又は生徒の保

護者（学校教育法（昭和22年法律第26号）第16条に規定する

保護者をいう。）に対して、就学に必要な経費のうち医療費

及び学校給食費を援助する愛媛県就学援助費を支給すること

により、保護者の経済的負担の軽減と学校教育の円滑な実施

を図る。 

根拠法令等 愛媛県就学援助費（医療費・学校給食費）支給要綱等 

個人情報の対象者の範囲 

就学援助費の支給を受けようとする県立中等教育学校の前期

課程並びに県立特別支援学校の小学部及び中学部の児童又は

生徒、及び当該保護者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 義務教育課 

保 有 義務教育課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県教科用図書選定審議会に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 愛媛県教科用図書選定審議会委員、調査員の選任 

根拠法令等 
義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律 

愛媛県教科用図書選定審議会規則 

個人情報の対象者の範囲 学校関係者、行政関係者、学識経験者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 



   59 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 義務教育課 

保 有 義務教育課 

個人情報取扱事務の名称 教育職員免許状に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
教育職員免許状の検定及び授与等の出願、書換え・再交付の

出願、授与証明書の交付申請等 

根拠法令等 
教育職員免許法第５条及び第15条、愛媛県教育職員の免許に

関する規則 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

（全ての事務） 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

（一部の事務） 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容               ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル（全国教員免許管理システム） 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 教育職員免許状管理ファイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 義務教育課 

保 有 義務教育課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県公立学校教員採用選考試験 

（小中学校教員、養護教員採用分） 

個人情報取扱事務の目的 愛媛県公立学校の教員採用にあたり適切な選考を行う。 

根拠法令等 
教育公務員特例法第11条 

愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県公立学校教員採用選考試験の受験者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（国籍・本籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（身体状

況、職業・職歴、学業・学歴、成績・評価、資格、賞罰、趣

味・し好、特技等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名              ） ☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



   61 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 義務教育課 

保 有 義務教育課 

個人情報取扱事務の名称 事件事故関係事務（小中学校分） 

個人情報取扱事務の目的 教職員の事件・事故に関する状況を把握し適切に対処する。 

根拠法令等 事件事故等に適切に対処するための事務上の必要 

個人情報の対象者の範囲 事件事故の当事者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 ☑

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 ☑刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（身体状

況、職業・職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名              ） ☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 義務教育課 

保 有 義務教育課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県へき地教育振興会に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 へき地教育功労者の表彰 

根拠法令等 愛媛県へき地教育功労者表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 へき地教育功労者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 義務教育課 

保 有 義務教育課 

個人情報取扱事務の名称 体験活動に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
体験活動に関する事業における推進協議会委員等の選考及び

事務連絡 

根拠法令等 えひめジョブチャレンジＵ‐１５事業、職場体験学習保険 

個人情報の対象者の範囲 学識経験者、教育関係団体関係者、行政機関関係者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 義務教育課 

保 有 義務教育課 

個人情報取扱事務の名称 生徒指導に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 生徒指導関係の事業における協議会等の選考及び連絡事項 

根拠法令等 
フリースクール連携推進事業における選定審議会設置要綱、

不登校児童生徒等支援コーディネーター設置要綱等 

個人情報の対象者の範囲 学識経験者、ＰＴＡ、学校関係者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容  生徒指導に関する業務 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 義務教育課 

保 有 義務教育課 

個人情報取扱事務の名称 教科指導に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 教科指導に関する事業における講師等の選考及び連絡事務 

根拠法令等 各教科等の研修会等の開催に係る講師旅費等 

個人情報の対象者の範囲 学識経験者、教育関係団体関係者、行政機関関係者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 

☑顔画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス 

□その他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 義務教育課 

保 有 義務教育課 

個人情報取扱事務の名称 学力向上に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
学力向上に関する事業における推進委員会委員等の選考及び

連絡事務 

根拠法令等 愛媛県学力向上検証委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 学識経験者、教育関係団体関係者、行政機関関係者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 

□顔画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス 

□その他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 義務教育課 

保 有 義務教育課 

個人情報取扱事務の名称 道徳教育に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
道徳教育に関する事業における推進協議会委員等の選考及び

連絡事務 

根拠法令等 道徳教育推進支援委員会設置要領 

個人情報の対象者の範囲 学識経験者、教育関係団体関係者、学校教育関係者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 道徳教育推進業務 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 義務教育課 

保 有 義務教育課 

個人情報取扱事務の名称 教育相談事業に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 各事業に係る教育相談員等の選考及び事務連絡 

根拠法令等 各事業の委託契約又は補助金交付要綱 

個人情報の対象者の範囲 
臨床心理士、精神科医、社会福祉士、学識経験者 

教育関係団体関係者、行政機関関係者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容        ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 高校教育課、各県立高等学校、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 各種委員会実施に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 各種委員会を実施するため 

根拠法令等 
各種委員会を適切に行うため委員候補者の事務上必要な情報

を収集し、適切に対処するため。 

個人情報の対象者の範囲 委員候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（ 報道機関 ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



   70 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 高校教育課、各県立高等学校 

個人情報取扱事務の名称 高校入試に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 県立高等学校入学者選抜を実施するため 

根拠法令等 愛媛県県立高等学校入学者選抜実施要項 

個人情報の対象者の範囲 受検生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（学業・

学歴、成績・評価） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   71 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 高校教育課、県立学校（定時制・通信制） 

個人情報取扱事務の名称 定時制・通信制修学指導事業等に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
勤労青少年の高等学校定時制課程又は通信制課程への修学を

促進するため 

根拠法令等 
愛媛県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与

条例 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（ 印影 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況  

☑資産・収入の状況 □意見・要望 □相談  

☑その他（ 成績・評価 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   72 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 高校教育課、各県立高等学校、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 
外国語指導助手の受入れに関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
英語教育の向上に資するため 

 

根拠法令等 
ＪＥＴプログラム 

 

個人情報の対象者の範囲 
受入れ候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 ☑信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   73 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 高校教育課 

個人情報取扱事務の名称 
教員等採用選考試験事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
教員の採用選考の資料として取り扱う 

 

根拠法令等 
教員採用選考試験実施要項 

 

個人情報の対象者の範囲 
志願者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 ☑信条 □社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 志願内容のウェブ申請     ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   74 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 高校教育課、各県立高等学校、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 
学校評議員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
学校評議員委嘱の資料として取り扱う 

 

根拠法令等 
愛媛県県立学校学校評議員設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
学校評議員委嘱候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（      ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   75 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 高校教育課、各県立高等学校、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 教育実習に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 教育実習生の受入れの承認と教育実習の指導運営のため 

根拠法令等 愛媛県県立学校における教育実習取扱要領 

個人情報の対象者の範囲 教育実習生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（学業・学歴、成績・評価）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



   76 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 各県立高等学校、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 
学籍管理事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
生徒等の学籍を記録し、外部に対する証明を行う際の原簿と

するため 

根拠法令等 

学校教育法第 50条及び第 63条 

学校教育法施行規則第 24条、第 28条、第 96～104条、第 113

条 

 

個人情報の対象者の範囲 
県立学校（特別支援学校を除く。）の在校生（在校した者を

含む。） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（入学前の経歴等）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（指導に

関する記録） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 各県立高等学校、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 学習指導等に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
心身の発達段階及び特性等を十分考慮して、人間として調和

のとれた子どもを育成するため 

根拠法令等 
県立学校の生徒の教育を行ううえで必要な学習指導等に必要

な措置を講ずるため。 

個人情報の対象者の範囲 該当する県立学校（特別支援学校を除く）生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 各県立高等学校、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 生徒指導・教育相談事務 

個人情報取扱事務の目的 
心身の発達段階及び特性等を十分考慮して、人間として調和

のとれた子どもを育成するため 

根拠法令等 
県立学校の生徒の教育を行ううえで必要な生徒指導・教育相

談に必要な措置を講ずるため。 

個人情報の対象者の範囲 該当する県立高等学校及び県立中等教育学校の生徒 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 ☑

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 ☑刑事事件に関する手続 ☑少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 生徒調査票         ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 各県立高等学校、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 特別活動事務 

個人情報取扱事務の目的 
心身の発達段階及び特性等を十分考慮して、人間として調和

のとれた子どもを育成するため 

根拠法令等 
県立学校の生徒の教育を行ううえで必要な特別活動に必要な

措置を講ずるため。 

個人情報の対象者の範囲 該当する県立高等学校及び県立中等教育学校の生徒 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 各県立高等学校、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 進路指導事務 

個人情報取扱事務の目的 
個々の生徒の能力・適性希望等に基づき、将来の進路を決定

させる指導を行うため 

根拠法令等 
県立学校の生徒の教育を行ううえで必要な進路指導に必要な

措置を講ずるため。 

個人情報の対象者の範囲 該当する県立高等学校及び県立中等教育学校の生徒 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（成績・

評価） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 各県立高等学校、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 諸証明事務 

個人情報取扱事務の目的 
申請者が本人であることを確認し、適確に証明を交付するた

め 

根拠法令等 各種証明申請書 

個人情報の対象者の範囲 卒業生、在校生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 高校教育課 

個人情報取扱事務の名称 高等学校卒業程度認定試験に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 高等学校卒業程度認定試験実施のため 

根拠法令等 高等学校卒業程度認定試験実施要項 

個人情報の対象者の範囲 受験生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍・本籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（成績・

評価） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 高校教育課、各県立中等教育学校 

個人情報取扱事務の名称 県立中等教育学校入学者選考に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 県立中等教育学校入学者選考を実施するため 

根拠法令等 
愛媛県県立学校管理規則第４８条の４ 

愛媛県県立中等教育学校入学者選考実施要項 

個人情報の対象者の範囲 受検生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（学歴・

成績等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名              ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 高校教育課 

個人情報取扱事務の名称 
退職者の再就職届出事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
県立学校退職者の再就職情報の把握及び公表のため 

 

根拠法令等 
職員の退職管理に関する条例 

職員の退職管理に関する規則 

個人情報の対象者の範囲 
県立学校退職者（校長に限る。） 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続  

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容              ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 高校教育課 

保 有 高校教育課、各県立学校 

個人情報取扱事務の名称 
事件事故等関係事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
教職員及び生徒に関する事件事故等に関係する人物の情報を

収集し、適切に対処するため。 

根拠法令等 
事件事故等に適切に対処するための事務上の必要 

 

個人情報の対象者の範囲 
教職員・生徒に関する事件事故等に関係する人物 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 ☑

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 ☑刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（ 報道機関 ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権教育課 

保 有 人権教育課、スマート行政推進課、会計課 

個人情報取扱事務の名称 
地域改善対策奨学金の返還（債権管理）に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 地域改善対策奨学金の返還に係る事務を円滑に行う。 

根拠法令等 
愛媛県地域改善対策奨学金等貸与条例を廃止する条例 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（貸与金額、返還金額等）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 地域改善対策奨学金個人別債権管理簿フ

ァイル）□無 

備考 
当該事務は、極度にプライバシーの保護に配慮しなければな

らない事務である。H17.4.1～貸与廃止 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権教育課 

保 有 人権教育課 

個人情報取扱事務の名称 
委員・講師等選任事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
人権・同和教育の研究大会及び研修会における役員や講師を

選任する。 

根拠法令等 
各種研究大会及び研修会の要項（愛媛県人権・同和教育研究

大会、社会教育担当者人権・同和教育研究協議会） 

個人情報の対象者の範囲 
委員・講師の候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権教育課 

保 有 人権教育課 

個人情報取扱事務の名称 人権・同和教育に係る各種研究大会及び研修会に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
人権・同和教育に係る各種研究大会及び研修会の円滑な実施

のため。 

根拠法令等 
人権・同和教育に係る各種研究大会及び研修会開催要項 

 

個人情報の対象者の範囲 
参加者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権教育課 

保 有 人権教育課 

個人情報取扱事務の名称 
いじめ関係事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
児童生徒、保護者等に関するいじめ等に関係する人物の情報

を収集し、適切に対処するため。 

根拠法令等 
いじめ防止対策推進法 

 

個人情報の対象者の範囲 
いじめ等の当事者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（学校名・学年）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 いじめ相談ダイヤル24、SNS 相談ほっとえ

ひめ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権教育課 

保 有 人権教育課 

個人情報取扱事務の名称 
人権・同和教育功労者知事表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
人権・同和教育に携わった県内の功労者に対して、知事表彰

を行うための事務を円滑に遂行するため。 

根拠法令等 
個人情報の保護に関する法律施行条例第３条 

 

個人情報の対象者の範囲 
人権・同和教育関係者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（介助者

の必要性等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 各特別支援学校 

個人情報取扱事務の名称 学籍管理事務 

個人情報取扱事務の目的 
児童生徒の学籍の記録や外部に対する証明を行う際の原簿と

するため。 

根拠法令等 
学校教育法第 72条 

学校教育法施行規則第 24条、28条、133～135条 

個人情報の対象者の範囲 在籍幼児児童生徒 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（学業・

学歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 指導要録（学籍に関する記録） ）□無 

備考 
ファイル簿の作成は、みなら特別支援学校、今治特別支援学

校、宇和特別支援学校に限る 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 各特別支援学校 

個人情報取扱事務の名称 学習指導等事務 

個人情報取扱事務の目的 
心身の発達段階及び特性等を十分に考慮して、人間として調

和のとれた子どもを育成するため。 

根拠法令等 
学校教育法第 72条 

学校教育法施行規則第 24条、28条、129条（学習指導要領） 

個人情報の対象者の範囲 在籍幼児児童生徒 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（資格、

成績・評価） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
・社会生活の状況は、賞罰 

・資格は、あん摩・鍼灸師資格、理容師資格、英検等 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 各特別支援学校 

個人情報取扱事務の名称 
生徒指導・教育相談等事務（生徒指導・教育相談、特別活

動、保健関係、進路・寄宿舎指導事務を含む） 

個人情報取扱事務の目的 

幼児児童生徒の教育を行ううえで必要な生徒指導・教育相

談・特別活動・保健・進路・寄宿舎指導に必要な措置を講ず

るため。 

根拠法令等 
学校教育法 11、12 条、学校教育法施行規則第 26、28、129

条、学校保健安全法第２、６、７、11、12、19条 

個人情報の対象者の範囲 在籍幼児児童生徒 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 ☑相談 ☑その他（学業・

学歴、成績・評価） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
・家庭生活の状況は、家族状況 

・目的外利用は、警察等から照会があった場合 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 各特別支援学校 

個人情報取扱事務の名称 特別支援学校の入学者選抜事務 

個人情報取扱事務の目的 
特別支援学校の教育を受けるに足る能力・適性等を総合的に

判断して入学者の選抜を行うため。 

根拠法令等 学校教育法施行規則第 24条、135条 

個人情報の対象者の範囲 入学者選抜受検者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（学業・

学歴、成績・評価） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 家庭生活の状況は、家族状況 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 各特別支援学校 

個人情報取扱事務の名称 事件事故関係事務 

個人情報取扱事務の目的 
幼児児童生徒、教職員に関する事件事故等に関係する人物の

情報を収集し、適切に対処するため。 

根拠法令等 文部科学省指針「学校事故対応に関する指針」 

個人情報の対象者の範囲 事件事故の当事者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業、

職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（報道機関） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 家庭生活の状況は、家族状況及び緊急時の連絡先 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 各特別支援学校 

個人情報取扱事務の名称 施設の使用許可関係事務 

個人情報取扱事務の目的 
施設の使用者及び使用責任者の情報を把握し、適正な使用に

努めるため。 

根拠法令等 愛媛県県立学校管理規則第38条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 各特別支援学校 

個人情報取扱事務の名称 各種証明事務 

個人情報取扱事務の目的 
申請者が本人であることを確認し、適切に証明書を交付する

ため。 

根拠法令等 
愛媛県証明事務等に係る手数料条例 

 

個人情報の対象者の範囲 在校生、卒業生、保護者等（委任状の場合） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影） 

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 特別支援教育課 

個人情報取扱事務の名称 就学相談事務 

個人情報取扱事務の目的 障がいのある幼児児童生徒の適切な就学を図るため。 

根拠法令等 学校教育法施行令第 14条 

個人情報の対象者の範囲 翌年度就学予定の幼児児童生徒 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（学業・

学歴、成績・評価） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 就学通知           ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 特別支援教育課 

個人情報取扱事務の名称 特別支援学校関係各種委員会委員・講師等選任及び開催事務 

個人情報取扱事務の目的 

各種委員会の委員選任を適切に行うとともに、県が行う「審

議会等の見直し方針」に基づく見直しを円滑に実施し、所期

の目的を達成するため。 

根拠法令等 愛媛県教育支援委員会設置規則第１条他、各種要項 

個人情報の対象者の範囲 各種委員会の委員及び講師等の候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、学業・学歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第⑵⑶号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 目的外使用は、委員等選任関係 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 特別支援教育課 

個人情報取扱事務の名称 特別支援教育学校関係各種研修会講師選任及び開催事務 

個人情報取扱事務の目的 教職員として資質の向上を図り、職責を遂行するため。 

根拠法令等 
地方公務員法第 39条 

教育公務員特例法第 21条、第 22条 

個人情報の対象者の範囲 各種研修会の講師候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 目的外使用は、委員等選任関係 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 特別支援教育課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県特別支援学校技能検定開催事務 

個人情報取扱事務の目的 
特別支援学校生徒の職業能力、勤労意欲の向上及び企業等の

雇用促進 

根拠法令等 実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 受検者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 家庭生活の状況は、保護者氏名 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 特別支援教育課 

個人情報取扱事務の名称 免許法認定講習開催事務 

個人情報取扱事務の目的 
特別支援学校教諭一・二種免許状取得の機会提供による必要

単位の修得、及び現職教員の資質向上 

根拠法令等 教育職員免許法施行規則第36条、実施要項 

個人情報の対象者の範囲 受講教員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（所有免

許状、修得単位数） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 社会的身分は、職名及び採用年月日 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 特別支援教育課 

保 有 特別支援教育課、各県立学校 

個人情報取扱事務の名称 特別支援教育就学奨励費関係事務 

個人情報取扱事務の目的 就学奨励費を支弁すべき額の決定をするため。 

根拠法令等 

特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令第２条の規定

に基づく保護者等の属する世帯の収入額及び需要額の算定要

領 

個人情報の対象者の範囲 在籍幼児児童生徒、その保護者及び同一生計世帯員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（ 印影 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 特別支援教育就学奨励費関係管理簿） 

□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 総合教育センター 

保 有 総合教育センター 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県児童生徒理科研究作品表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 

県内の児童生徒に対して、理科研究を奨励することにより、

自然や自然科学への興味と関心を高め、発達段階に応じた創

造力と実践力を養う。 

根拠法令等 
愛媛県児童生徒理科研究作品募集要項（小学校、中学校、高

校） 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者（小学生、中学生、高校生） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（学業） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 愛媛県児童生徒理科研究作品一覧 ）□

無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 総合教育センター 

保 有 総合教育センター 

個人情報取扱事務の名称 教育相談事務（幼・小・中・高校関係） 

個人情報取扱事務の目的 

教育相談に関する来所相談、電話相談や愛媛県教育支援セン

ター事業において、幼児、児童生徒の継続した支援・指導資

料とするため 

根拠法令等 愛媛県総合教育センター処務規定 

個人情報の対象者の範囲 幼児・小・中・高の児童生徒 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 教育相談日誌 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和７年４月１変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 総合教育センター 

保 有 総合教育センター 

個人情報取扱事務の名称 
教育相談事務（特別支援学校等関係） 

 

個人情報取扱事務の目的 

幼児児童生徒の発達や教育上の諸問題について、教育相談を

行う上での手掛かりとするため 

 

根拠法令等 
愛媛県総合教育センター処務規定 

 

個人情報の対象者の範囲 
相談幼児児童生徒 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名  ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和７年４月１日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 総合教育センター 

保 有 総合教育センター 

個人情報取扱事務の名称 
教育相談事務（発達支援事業関係） 

 

個人情報取扱事務の目的 

発達障がい等のある児童生徒並びに保護者に対し、定期的に

親子関係に関する支援と助言を行う上での手掛かりとするた

め 

根拠法令等 
愛媛県総合教育センター処務規定 

 

個人情報の対象者の範囲 
相談児童生徒 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名  ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 総合教育センター  

保 有 
総合教育センター・総合教育センターが実施する

研修の利用機関 

個人情報取扱事務の名称 研修等の講師の選考及び受講者決定の事務 

個人情報取扱事務の目的 研修等における講師の選考及び受講者の決定 

根拠法令等 教育公務員特例法第２条１条 

個人情報の対象者の範囲 有識者全般 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名              ） ☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和６年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 総合教育センター 

保 有 
総合教育センター・各課・教育事務所・全国教員

研修プラットフォーム利用機関 

個人情報取扱事務の名称 
独立行政法人教職員支援機構が運用する全国教員研修プラッ

トフォーム（Plant）利用に係る事務 

個人情報取扱事務の目的 
県内の教職員の教職員研修の実施並びに研修記録の作成及び

管理 

根拠法令等 教育公務員特例法第21条、第22条の５ 

個人情報の対象者の範囲 県内の教職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（研修受

講履歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号、第２号及び第３

号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（ 本人  ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 教職員の研修記録の管理     ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 独立行政法人教職員支援機構が運用する

全国教員研修プラットフォーム（Plant）利用者名簿 ） 

□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 総合教育センター 

保 有 総合教育センター 

個人情報取扱事務の名称 心理実習生受入れに関する事務 

個人情報取扱事務の目的 心理実習生受入れ及び心理実習実施のため 

根拠法令等 公認心理師法施行規則第３条 

個人情報の対象者の範囲 心理実習生、実習指導者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 総合教育センター 

保 有 総合教育センター 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県教育支援センターに関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

愛媛県教育支援センターにおける不登校児童生徒支援事業に

おいて、児童生徒の継続した支援・検討資料とするため 

 

根拠法令等 
愛媛県教育支援センター規程 

 

個人情報の対象者の範囲 
利用児童生徒及び保護者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和７年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 総合教育センター 

保 有 総合教育センター 

個人情報取扱事務の名称 学校問題解決支援チームに関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
学校における問題行動や保護者等からの不当な要求につい

て、専門家と連携し、迅速に解決するため 

根拠法令等 学校問題解決支援チーム実施要項 

個人情報の対象者の範囲 児童生徒・保護者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 図書館 

保 有 図書館 

個人情報取扱事務の名称 施設維持管理業務委託等事務 

個人情報取扱事務の目的 専門業者に施設の維持管理を委託するための諸手続き 

根拠法令等 維持管理業務に必要な資格等の有無を確認するため 

個人情報の対象者の範囲 委託先業者の従事者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 図書館 

保 有 図書館 

個人情報取扱事務の名称 図書貸出事務 

個人情報取扱事務の目的 図書の館外利用者からの図書借出登録申請に対する諸手続き 

根拠法令等 愛媛県立図書館管理規則 

個人情報の対象者の範囲 図書資料利用者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 図書借出登録願申請者ファイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 図書館 

保 有 図書館 

個人情報取扱事務の名称 図書資料等複写事務 

個人情報取扱事務の目的 図書資料等の複写希望者からの申請に対する諸手続き 

根拠法令等 愛媛県立図書館図書資料複写要領 

個人情報の対象者の範囲 図書資料等の複写希望者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 図書資料等複写申請書ファイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 図書館 

保 有 図書館 

個人情報取扱事務の名称 資料寄贈及び寄託事務 

個人情報取扱事務の目的 
資料の寄贈又は寄託をしようとする者からの申請書等に対す

る諸手続き 

根拠法令等 愛媛県立図書館管理規則 

個人情報の対象者の範囲 資料寄贈者及び寄託者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 資料寄付採納者ファイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 図書館 

保 有 図書館 

個人情報取扱事務の名称 図書館実習生の受入れ事務 

個人情報取扱事務の目的 
中学生の職場体験、障害者の職場実習、司書資格取得実習等

の受入れの際のプログラム及び評価表作成のため 

根拠法令等 
愛媛県立図書館実習生（司書資格取得）の受入れについて 

愛媛県立図書館実習に当たっての注意事項 

個人情報の対象者の範囲 図書館実習者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 ☑その他（実習希

望の理由） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



   118 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 図書館 

保 有 図書館 

個人情報取扱事務の名称 図書館ボランティア関係事務 

個人情報取扱事務の目的 

地域住民の図書館活動への参画推進と来館者サービス向上の

ため、返却図書の整理や古文書等の電子化作業補助等のボラ

ンティアを配置する 

根拠法令等 愛媛県立図書館ボランティア活動について 

個人情報の対象者の範囲 図書館ボランティア登録者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（動機、

アピールなど） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



   119 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 図書館 

保 有 図書館 

個人情報取扱事務の名称 図書資料等の利用許可事務 

個人情報取扱事務の目的 
図書資料・レコード・インターネット端末等の利用申請に対

する諸手続き 

根拠法令等 

愛媛県立図書館図書資料利用要綱、愛媛県立図書館図書資料

複写要領、愛媛県立図書館館内用インターネット端末利用要

領、レコード利用要領、愛媛県立図書館特別取扱資料取扱要

領 

個人情報の対象者の範囲 図書資料等の利用申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



   120 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 図書館 

保 有 図書館 

個人情報取扱事務の名称 図書資料複製事務 

個人情報取扱事務の目的 図書資料複製の申請に対する諸手続き 

根拠法令等 愛媛県立図書館図書資料複製要領 

個人情報の対象者の範囲 図書資料の複製申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 図書資料複製申込書ファイル  ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



   121 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 図書館 

保 有 図書館 

個人情報取扱事務の名称 レファレンス対応 

個人情報取扱事務の目的 レファレンスに対する回答 

根拠法令等 愛媛県立図書館管理規則 

個人情報の対象者の範囲 レファレンス申込者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 


